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2021-2-5 デジタル時代における著作権制度・関連政策の在り方検討タスクフォース（第

７回） 

10時00分～ 時 分 

 

○田渕参事官 本日は、御多忙のところ御参集いただき、誠にありがとうございます。 

 内閣府知的財産戦略推進事務局参事官の田渕でございます。 

 会議に先立ち、本日のオンライン会議の進行について御説明します。 

 まず、会議中は、ノイズを防ぐため、発言時以外はマイクのミュートをお願いいたしま

す。マイクがミュートでない場合、事務局でミュート操作をさせていただく場合がござい

ますので、あらかじめ御了承願います。 

 御発言を御希望の場合は、画面で手を挙げていただくとともに、「挙手」ボタンにてお

知らせいただくようお願いします。 

 御発言される際にはマイクをミュート解除にしていただき、発言が終わりましたらマイ

クを再度ミュートにし、「挙手」ボタンを解除いただきますようお願いいたします。 

 傍聴の方々につきましては、カメラ及びマイクを切っておいていただきますようお願い

いたします。切っていただいていない方については、事務局で操作させていただきます。

なお、画面上部の表示タブの「カメラオフの参加者を非表示にする」を押していただきま

すと、カメラオフの方が非表示になりますので、画面が見にくい場合等、適宜御活用くだ

さい。 

 続いて、本日の会議資料を確認いたします。 

 本日、委員の皆様に事前に送らせていただきました「デジタル知財における著作権制度・

関連政策の在り方検討タスクフォースとりまとめ（案）」になります。 

 本日の会議資料は委員の皆様限りとさせていただきますので、御理解をお願いいたしま

す。 

 それでは、ここから議事の進行を中村座長にお願いしたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

○中村座長 おはようございます。よろしくお願いします。 

 では、第７回のタスクフォースを開催いたします。 

 今日の議事は、事務局からこのタスクフォースの議論の取りまとめの素案ということで

資料１について説明をいただきますけれども、論点の区切りごとに意見交換の時間を設け

るという形で進めていければと思います。どうぞよろしくお願いします。 

 では、説明のほど、よろしくどうぞ。 

○田渕参事官 では、資料１になります。 

 まず、一部の内容については政府内で今調整中であることを申し添えたいと思います。 

 それでは、おめくりいただきまして、全体、大きく分けて１ポツと２ポツとございます。

１ポツが環境の変化に関する現状分析、２ポツがデジタル時代に対応した利用円滑化方策
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と権利者の利益保護の両立のための方向性となります。 

 まず「１．我が国のコンテンツ産業を取り巻く環境の変化」についてでございます。 

 ３ページの（１）コンテンツの流通環境の変化というところでは、配信経路のデジタル

化、メディアとコンテンツの分離、流通経路の多様化について記載しております。 

 ４ページに行っていただきまして、タスクフォースの第１回資料からデジタル化による

流通市場変化のイメージ、あるいは直近のコンテンツ市場の状況の分野別動向、国内コン

テンツ市場のネット化率の推移といったグラフを併せて掲載しております。 

 次に、５ページの一番下、（分野を跨いだ価値増殖サイクル）というところですけれど

も、一つのIP（知的財産）を起点としてより大きくビジネスを展開する事例も増えている

中で、IPのマルチユース需要がある場合に、権利者の適正な権利保護及び対価還元と両立

する形で権利処理取引コストを低減し、権利者と利用者が互いに収益拡大を図れる環境に

することが望ましいと記載しております。 

 それから、６ページの真ん中、114行目ですけれども、（先端IT技術による著作物の利用

状況・利用量の精緻な把握・計測）というところですが、AIやブロックチェーン、フィン

ガープリント等の新たな技術の活用により、特にオンライン上でのコンテンツの流通につ

いて、その利用の実態がより精緻に把握できるようになってきております。コンテンツの

権利者にとっては、これらオンライン上のコンテンツ流通サービスが新たな収益源となっ

ている状況もあります。配信事業者と権利者が精緻な利用状況把握データを共有すること

によって、より透明で適正な対価還元・分配が実現できるようになっていくことを意味し

ていると記載しております。 

 次に、（２）ですけれども、コンテンツの消費動向の変化に関する記載でございます。

オンライン視聴・閲覧へとシフトしているという事実、それから、７ページに行きまして、

133行目ですけれども、コンテンツは娯楽消費財からコミュニケーション消費財へと性格

を変えていること。138行目ですけれども、ユーザー投稿型のデジタル配信プラットフォー

ムは単にコンテンツの一方的配信場所にとどまらず、SNSと結合してコミュニケーション・

ツールの補助機能も果たしている。既存コンテンツを材料に加工して自己表現を加えた新

たな自己創作映像コンテンツを制作し、配信プラットフォームに投稿し、これをさらにSNS

でシェアするといったことが一般化してきております。 

 ７ページの一番下でございますけれども、こうした中で権利者の適正な権利保護及び対

価還元と両立する形で、こうした用途にコンテンツが適切かつ円滑に活用できる環境を整

えていくということがデジタル社会構築発展上、重要な課題になっていくということを記

載しております。 

 それから、（３）ですけれども、コンテンツの創作環境の変化についてでございます。

172行目ですが、簡便で使いやすい高精度のコンテンツ創作・編集ソリューションがデジタ

ル・プラットフォームを通じて誰でも活用できるようになってきていると。中でも象徴的

なのは、ユーザー投稿型のデジタル配信プラットフォームサービスにおける多種多様な投
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稿者の存在と言うことができます。こうした中、消費者から見た創作者のプロ・アマチュ

アの境界が非常に曖昧なものとなっていて、こうした創作や配信の環境を支える技術的な

進歩が非常に速いこのデジタル時代においては、それら技術的進展の状況を適時適切に踏

まえた制度設計を行う必要があるということを記載しております。 

 それから、９ページですけれども、（４）グローバルなプラットフォームサービスの台

頭と既存コンテンツ産業の生存戦略でございます。（有償デジタル配信巨大プラットフォ

ームによる既存流通市場の浸食）ということで、コンテンツの流通・創作環境の変化に伴

って著しい成長を遂げ、市場環境の動向にも大きな影響力を及ぼしているのがグローバル

なプラットフォームサービスとなります。 

 10ページの上に、これも第１回タスクフォース配付資料からの抜粋ですけれども、様々

な配信サービスの利用状況に関するデータを載せております。 

 次に、232行目ですけれども、（既存のコンテンツ事業者が受ける大きな挑戦）というこ

とで、このタスクフォースで紹介があったテレビ局系の配信事業関係者の見方、既存のテ

レビ事業が直面している環境変化と課題について記載しております。 

 それから、11ページの265行目、（巨大デジタル配信プラットフォームの責務）というと

ころで、12ページの269行目以下ですけれども、デジタル化や配信プラットフォームの台頭

等によって、コンテンツの複製や流通のハードルが大きく下がったことにより、権利保護、

権利処理及び権利者への適切な対価還元における責任分担の在り方が問われております。

プラットフォームにおいては、権利者の利益を不当に侵害する海賊版コンテンツの流通も

大きな問題となっていまして、プラットフォームにおける権利者による通報システムの導

入、新たなテクノロジー等を活用した管理手法の導入なども行われているところでありま

す。また、プラットフォームサービスの提供者側で権利者側と契約を締結することにより、

一般ユーザーにおける利用を円滑化する措置を講じている例もございます。 

 次に、（５）ですけれども、コンテンツのデジタル経済社会上の新たな存在意義につい

てでございます。コンテンツ消費が顧客嗜好データの収集源となっているということをこ

ちらでは記載しております。 

 それから、13ページに行っていただきまして、（デジタル・プラットフォーム経済の主

要な中間財に）というところですけれども、コンテンツはそれ単体としての消費財的価値

にとどまらず、より巨大なデジタル消費流通の経済圏へとユーザーを取り込み、データ駆

動型経済社会を発展させるための中間財としての価値も新たに獲得していると言うべきで

あると記載しております。 

 こうした中で、この段落の一番下ですけれども、コンテンツに関わる権利処理の円滑化

を図り、取引コストの低減を図ることは、コンテンツ産業、市場の発展にとどまらないデ

ジタル・エコノミー発展上の重要課題ということになると記載をしております。 

 それから、（生活空間のサイバー空間への移動―娯楽消費財から生活空間構築財へ）と

いうところですけれども、AR（拡張現実）やVR（仮想現実）など、コンテンツが創作・流
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通される新たなフィールドが生まれてきており、そうした仮想空間に特化した新たなクリ

エーターも登場しています。こうした新たなフィールドについては、フィールドを構成す

る背景等の構成物のデータの取扱いや、仮想空間に現実世界の権利物を再現する場合の取

扱いなど、権利処理の観点でも論点をはらんでいるところでございます。 

 14ページですけれども、（６）コンテンツ市場をめぐる変化の構造と将来への見通しに

ついてでございます。これまで述べましたコンテンツをめぐるエコシステムの変化は、概

括すると以下のポイントに整理されるということで、デジタル化により配信ルートが多様

化。 

 コンテンツはストレージ化され、制作時期の新旧に関係なく消費・二次利用される。 

 ３点目としまして、デジタル技術の発展により、コンテンツの分野横断の融合活用が容

易化・拡大。 

 ４点目、デジタル技術により制作・配信コストは低減し、流通コンテンツ量は爆発的増

大、質的な多様性が拡大、権利処理等の取引コストの高さが制約要因としております。 

 次の点、配信プラットフォームの影響力が増大、既存産業のデジタル配信シフトと過去

コンテンツを含む既存コンテンツのマネタイズ強化が必須に。 

 それから、制作事業は固定的配信ルートから解放され、多様な配信ルートの選択肢が拡

大。 

 また、制作がプロ独占からアマチュア・消費者にまで拡大。 

 それから、コンテンツは娯楽消費財に加えてコミュニケーション財に消費用途が拡大。 

 データ発生源としての意義も加わり、デジタル・エコノミーの中間財として重要化とい

う点を整理しております。 

 従来の市場では、制作・配信は業界内の一定の資本に裏打ちされた一定の程度の取引コ

ストを負担できる事業者が適度な成長の想定下で事業を継続していける世界が想定されて

いたわけですけれども、コンテンツに係る権利者の把握は比較的容易であって、流通に関

わるプレーヤーも限定的であるがゆえに、その権利使用料の徴収や配分も固定的な方法で

対応が可能でありました。 

 こうした状況が、デジタル化の進展によって前提から覆っているのが現在のコンテンツ

市場であります。昭和45年の現行著作権法の制定以降、デジタル化・ネットワーク化の進

展をはじめとした社会状況の変化に対応し、累次にわたる制度改正が実施されてきました。

特に、近年はデジタル・ネットワーク技術を活用した著作物利用の円滑化等の観点から、

新たな権利制限規定を創設したり、裁定制度を改正したりといった対応が権利者の利益に

十分に配慮しながら進められてきました。また、インターネット上における海賊版被害の

深刻化を受けて、インターネット上の著作物の不正流通等の防止のための法整備を行うと

ともに、権利情報データベースの構築など運用面の取組も実施されてきたところでござい

ます。 

 一方、デジタル化の進展による環境変化は日々加速化しており、前述のように、プロだ
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けでない多様な主体によって生み出された多様なコンテンツが、オンライン上の多様な流

通市場に大量にあふれて、急激な成長を始めようとしており、従前の権利処理を含む取引

方式だけでは、この技術変化が引き起こした経済社会上のチャンスを十分に活かすことが

困難となりつつある状況と整理しております。 

 15ページの一番下の段落ですけれども、こうしたことを踏まえ、取引コスト低減の観点

から、UGC作品をはじめとする新たな著作物に対応した一元的な権利処理の促進のための

新たな選択肢、権利者の意思情報の共有、プラットフォームの権利処理において果たす役

割、権利情報へのアクセスの向上等について効果的な施策の具体化を図る必要があります。

そして、デジタル社会の発展の下でより重要な役割を果たすことになるコンテンツ制作者

が正当な利益を享受してやりがいのある働き方を実現できるよう、取引の適正化を就業環

境の改善にも取り組む必要がございます。さらには、今後も加速度を増すデジタル化の進

展と制度のギャップを埋めていくために、伝送路などの形式面と権利者への影響などの実

質面のずれの精査、当事者間の問題解決の仕組みとソフトローの活用等について、基本的

なスタンスを確認しておく必要がございます。 

 このタスクフォースでは、こうした問題意識を背景として、これまでに様々な事業者や

権利者団体等からのヒアリングを実施し、デジタル時代におけるコンテンツの流通・活用

の促進に向けて、権利者の適正な権利保護を前提に、新たなビジネスの創出や著作物に関

する権利処理及び権利分配の在り方等について、具体的な課題と検討の方向性を整理して

きたとしております。 

 以上が、前半、１ポツの環境の変化に関する記載でございます。ここで一旦区切らせて

いただきまして、その後２ポツの説明に入らせていただければと思います。 

○中村座長 どうもありがとうございました。 

 今のが前半戦のコンテンツの時代認識とでもいいましょうか、かなりそこに踏み込んで

示していただいたということなのですけれども、ここまでの説明で何か質問、コメントな

どありますでしょうか。どうぞ、何でも結構です。 

 内山さん、お願いします。 

○内山委員 おはようございます。青学、内山です。 

 この委員の先生の皆さんの中で、私のポジショニングは多分この１ポツのほうにウエー

トがかかっていると思うので、コメントをさせてもらいます。 

 全体トーンとしては、これまでやってきた委員会のトーンを踏まえているとは思います。

正直、個人的にはもうちょっと追記してもいいかなということがまだ幾つかございます。 

 例えば、アマチュアさんの市場参入という話と、伝統的なプロフェッショナルのネット

シフトという一種の遷移というかトランジションの辺りのことをもうちょっと整理したい

なという気持ちがあります。プロの方々がよくおっしゃるのは、ネットにコンテンツを出

すと単価が安くて困ると。一方で、拡散はすごくするので、既存のビジネスが壊れてしま

うと。まさしくトランジションが難しいというのが現実的な問題としてあるところだと思
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います。多分そうしたこともさらっとは触れておいたほうがよいかなと。ネットなので、

当たれば数量的に爆発して、結果的に大きなリターンになるかもしれませんけれども、と

にかく単価が安いという問題は大きいので、外すと駄目ということでリスクが高くなって

しまっているということもあろうかと思います。そうしたことも一つの環境だと思います

ので、また事務局とどう盛り込むかということを御相談させていただければと思っていま

す。 

 以上です。 

○中村座長 ぜひその辺り、よろしくどうぞお願いいたします。 

 ほかにどうでしょうか。 

 水野さん。 

○水野委員 水野です。おはようございます。よろしくお願いします。 

 前半のところなのですが、後半のところにもつながる形で取引コストの削減の話がいろ

いろ書いてあるのですけれども、その取引コストの削減という話の中にもしかしたら入っ

ているのかもしれないのですが、大量かつ多種多様なコンテンツが非常にある中で、どん

どん埋もれてしまって発見されないという問題もあると思っておりまして、発見可能性を

高めるというところも非常に大きな視点なのではないかなと個人的には思いました。 

 後半の対策のところでデータベースの構築というところもありますけれども、これも取

引コストの削減の前提としてデータベース化するという話につながっていると認識してい

ますが、そもそも発見されないと取引コストを削減するまでもいかないというところもあ

ると思うので、そういった視点も加えるとよいのかなと。 

 あと、これは委員の先生の中で温度差はあるかもしれないのですけれども、全体的に、

私個人としては、前半のところの記載は非常にいろいろ分析的にまとめていただいている

のですけれども、危機感みたいなものが足りないのではないかと私は感じてしまいました。

このタスクフォースの役割なのかどうか、より上位の委員会の役割なのかもしれないので

すけれども、もう少し危機感を募るような記載の仕方も方向性としてはあり得るのではな

いかなと思いました。 

 以上になります。 

○中村座長 貴重な指摘です。ありがとうございます。 

 ほかにどうでしょうか。よろしいですか。 

 林さん。 

○林委員 林です。 

 まず今、水野先生から１ポツの部分のトーンについて、危機感の書き込みが足りないの

ではないかという御指摘がありました。私も報告書の「１．我が国のコンテンツ産業を取

り巻く環境の変化」が、これだけの量と内容の書き込みをされているということは重要だ

と思っています。要は、ここで書かれた構造変化に対する危機感をどれだけ共有できるか

どうかが、２ポツの課題認識や課題解決のための新たな選択肢について意思決定をすると
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いった方向性を出せるかどうかにかかっていると思います。 

 その意味で、現状でも、例えば「（６）コンテンツ市場をめぐる文化の構造と将来への

見通し」のところでは、ある程度、危機感というかそういうニュアンスは出していると思

います。ただ、列記されているので、それぞれどこが危機感のポイントだと捉えるかは違

うのかもしれないです。私は、例えば（６）の「● デジタル技術により制作・配信コス

トが低減し、流通コンテンツ量は爆発的に増大、質的な多様性が拡大し、権利処理にかか

る時間などの取引コストの高さが制約要因に」なっているという点は、危機感のポイント

としてすごく大きな点であると思っています。 

 これまでのような質の高い番組についての権利処理をどうするかという話だけではなく、

前回のヒアリングで実務での権利処理リストを紹介してくださったように、「それに著作

権があるのか」というレベルのものまで、もしかして著作権があるかもしれないというこ

とで個別の同意が必要となるためにネット上での流通ができないという事実があるわけで

して、まず、質的な多様性が拡大して権利処理等の取引コストの高さがコンテンツ流通の

制約要因になっている課題をどう解決するか。それから、その次のポツの「● 配信プラ

ットフォームの影響力が増大、既存産業のデジタル配信シフトと過去コンテンツを含む既

存コンテンツのマネタイズ強化が必須に」なっているという点。さらに、「● コンテン

ツがコミュニケーション財に消費用途が拡大」しているという点、その次の「● データ

発生源としての意義が加わり、デジタル・エコノミーの中間財としての重要」性が増して

いるといった、これらのコンテンツをめぐるエコシステムの変化の要素が、次のページに

書かれているようなデジタル化の進展による構造的な変化につながっているという指摘は

重要であると思います。こうした「重みづけ」の指摘をした上で、「デジタル化の進展に

よる環境変化は日々加速しており」から始まる段落の、「もはや従前の権利処理を含む取

引方法だけでは、この技術変化の引き起こした経済社会上のチャンスを十分に活かすこと

が、困難となりつつある」に続き、そして、次の段落の「Withコロナのニュー・ノーマル

においては、こうしたデジタル化による新たな経済活動へのシフトの実現程度によって、

各国経済の発展競争の帰趨が決まることになる」というところにつながるような書き込み

を、もうちょっとアピールしていただければなと思っております。 

 後半につながる話だと思いますので、まず意見させていただきました。以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○柳川委員 ありがとうございます。柳川でございます。 

 基本的には書いていただいたことに賛成で、非常に丁寧にうまく書いていただいている

と思うので、何も発言しないでおこうかなと思っていたのですけれども、今、水野委員、

林委員のお話があったので、少し付け加えてコメントをさせていただきます。 

 私も危機感と危機感のポイントを強調することが大事かなと思っております。この分野

で起こっている課題は実は相当いろいろあって、変化もいろいろあって、恐らく書き込ん
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でいくと一冊の本でも収まり切らないぐらいのことは十分書けるのだと思うのです。ただ、

それを全て書くことはできないし、そこが目的でもないので、逆に言うと、どこを絞って

どこに焦点を当てていくかということをここでは少し気をつけたほうがいいのかなと。ど

んどんたくさんのことが書かれても逆に伝わらなくなってしまうので。 

 ポイントは、今、林先生からお話があった、権利処理に係るコストがかなり取引や発展

を妨げているという実態をしっかり把握してほしいということだと思います。そこでは、

やはりコンテンツの過去のものの取引、それから、未来の今まで十分コンテンツと認識さ

れていなかったようなものの権利処理の２つが、両方実はちょっと違う側面なのだけれど

も、法的な手当をしていかないとうまく回らないというところを強調していただければな

と思うのが１点目です。 

 それから、２点目は、本当は性質がやや違うのだけれども関わってくる問題として、プ

ラットフォーマー、特に新しいプラットフォーマーの支配力だったり、発展みたいなこと

をどう考えるかという話で、これは直接的には権利処理の問題、法的な問題ではないので、

もうちょっと競争政策上の問題であったり、あるいは今までの既存業者に関する事業法の

問題であったり、そういう話が関わってくるのですけれども、かなり密接に関わってくる

ので、この中でも大分入っている。ただ、ここの部分はちょっと質が違う話なので、その

２つが混同しないほうが読んでいる人にポイントが伝わりやすいのかなと思います。大事

な論点なので、今みたいに書いていただくことは大事なのですけれども、そのこととこの

権利処理の話が混同されて読み手に把握されてしまうと、どちらかというと海外の新たな

プラットフォーマーが全部持っていくみたいな話がキャッチーなので、そちらの話だけに

目がいってしまって、下手するとプラットフォーマー規制をすればいいんだなという話に

読み手に誤解されかねないというのは趣旨ではないと思うので、そこの書き分けに少し気

をつけていただければと思います。 

 以上でございます。 

○中村座長 田村さん、どうぞ。 

○田村委員 私もすごくよく書けているので、特に発言しなくてもとは思っていたのです

が、いろいろと皆さんどんどんさらにレベルを高くするお話をされているので、ついつい

私も申し上げてしまうのですけれども、全体的に特に異論はなく、ずっと先生方がお話し

されてきた流れに、私も賛成です。 

 それで、特に気になるのは、もしかしたら後ろのほうにきちんと書いてあるからいいと

いうことかもしれませんけれども、権利者の多様化というところです。これは第１回のと

きにも申し上げましたが、プロシューマー化というお話があって、現時点でアマチュアの

著作物も皆さん非常に利用するようになっているというところはきちんと書かれているの

ですけれども、先ほどからお話がある権利処理のコストという観点からすると、過去コン

テンツももちろん重要ですよね。それは、「過去」とところどころに入っているのですけ

れども、どちらかというと、将来的にこれからクリエーターの意欲を高めるためにどうし
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ようかという観点から権利者が多様化しているといった感じのニュアンスが少し強いよう

に思います。しかし、個人著作物問題を含めて、そういった過去の著作物も物理的には利

用できるようになっているところが、権利処理をしなければいけないという現状とそごが

あるということを書かれるといいと思っています。 

 これは毎回申し上げていることですけれども、結局２段階の問題があります。お書きい

ただいたように権利者が多様化していって、そもそも強い著作権は欲しないような権利者

もいるということは、割ときちんと書かれているほうだと思いますが、もう少し権利者が

多様化しているほうに動かしたらいいと思います。また、もう一つ、既に所在不明なもの

も含めて、様々な著作物が大量に出ていて、それをどうするかという将来的なクリエータ

ーのインセンティブの喚起の話と過去の処理の話になっています。ベン図でいえば過去の

処理の話がより大きな輪になっているように思うので、現在の記載だとそれが少し弱いか

なと思った次第です。ただ、そこまで強くこだわるものではありません。 

○中村座長 よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 危機感とめり張りという指摘をいただいています。ここは非常に重要な記述でございま

して、私自身も関心がとても高い記述を事務局にしてもらったなと思うのですけれども、

私自身は、危機感を示すと同時にわくわく感も示したいなと思っていまして、お許しいた

だいて、座長としていうよりも一委員として、私なりの読み方と捉え方を申し上げたいと

思うのですけれども、（１）に書いてあるコンテンツの流通も端末も生産もデジタルで丸

ごと変化します、構造が変化しますというのは、MITのネグロポンテ教授が『ビーイング・

デジタル』で25年前に書いていたことで、それが権利者にも利用者にも両方にメリットが

ありますよという展望は多分当時から見えていたのだと思います。 

 しかし、（２）（３）（４）にあるような記述は、当時はまだはっきりと見えていなか

ったけれども、その後起きてきたこと。例えば（２）でいうコンテンツが最終消費財だけ

ではなくてコミュニケーションとかコミュニティーを活性化させる中間財になりますよと

いうこと。それから、（３）、生産が簡単になって、コンテンツそのものとつくり手が爆

発的に増えますよということ。（４）、グローバルプラットフォームが強大化しますよ、

従来型のプレーヤーとしてのプロのクリエーターとコンテンツ企業、アマチュアを含むみ

んなと束ねるプラットフォームにプレーヤーの軸が移ったというのが、僕はSociety4.0で

起きたことだと思います。これにちゃんとまだ対応で来ていませんよねという問題意識。 

 さらに（５）で言っていることが今回のポイントだと思うのです。Society5.0でコンテ

ンツがデータビジネスになるということです。コンテンツがデータ駆動社会の重要な資源

となると書いてあるわけですが、なので、コンテンツの生産、流通、消費を円滑にして、

外部不経済を取り除くということがコンテンツ産業の成長というミクロ経済のテーマでは

なくて、産業全体の成長に関わるのだと。経済政策に位置づけられることになるというこ

とを書いているのだと思います。 
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 つまり、これまでのコンテンツは経済全体のバリューチェーンからある種切り離されて

いるところにあって、コンテンツ産業の個別論でずっと議論されてきたのです。だから、

ある種中途半端な文化経済政策みたいな文脈で扱われていた面が強かったのですけれども、

データ駆動社会の主要プレーヤーとして経済システムに組み込まれるということを意味す

るということだと思うのです。だから、なぜ我々が今、コンテンツについて語らなければ

いけないのかという政策的な位置づけが変わりますよということを言っているのだと思い

ます。 

 そんな認識を踏まえて、各論として今扱うべき課題を整理するというのが２ポツの記述

でして、まず１ポツはかなり大事なことを大胆に語っているのではないかなと思っていま

して、その辺りの意義をもっと強調してもよいかなということも皆さんの議論を聞いてい

て思った次第です。 

 ほかに何か１ポツのところでよろしいでしょうか。書きぶりで結構皆さんから指摘をい

ただいたので、また一段の調整が要るなと思っております。 

 よろしければ、一旦ここまでといたしまして、次に進みましょうか。本丸になります２

ポツです。 

 ２ポツの説明を事務局からお願いできますでしょうか。 

○田渕参事官 17ページですけれども、「２．デジタル時代に対応した利用円滑化方策と

権利者の利益保護の両立」の（１）が一元的な権利処理の促進に関する記載となっており

ます。 

 現状と課題のところですけれども、伝送可能なデータ量の増大に伴い、コンテンツの流

通量も増大しています。著作物等の利用に当たっては、事前に権利者の許諾を得ることが

原則ではありますが、多数の著作物等が利用される場合に、個別に許諾を得るための権利

者の特定や交渉に係る費用、取引費用や取引コスト、あるいはそこに係る時間が大きくな

ることがあります。そのため、利用されることが社会的に望ましいものの、民間での取引

がうまくいかず、利用が進まない場合が想定されます。この中には、対価のない権利制限

にはなじみにくいもの（著作権者の利益との衝突の度合いが大きいもの）も含まれ得ると

いうことで、このような場合に、個々の権利者と利用者間による個別許諾に任せておいて

は、１ポツで明らかにされたデジタル経済社会の要請に応える適切かつ迅速で円滑な処理

を伴う利用が進まないため、政策的に対応を進めていくことを必要としております。 

 利用許諾（ライセンス）円滑化の仕組みとしては、現状、我が国において、著作権等管

理事業者が集中的に管理する著作物について包括的に許諾したり、問合せ窓口を整備する

といった仕組み（狭義の集中管理）が存在します。集中管理を促進することにより、取引

コストや時間の削減を図ることができます。 

 一方で、権利者不明著作物や団体が管理していない著作物を含め網羅的に利用したい場

合には、狭い意味の集中管理だけでは対応できないということで、映像コンテンツ等の配

信を中心として、権利者不明著作物をはじめ、団体が管理していない著作物等を含め網羅
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的に利用するための一元的な権利処理の実現を要請する意見は聞かれたところであります。 

 437行目ですけれども、政策的に網羅的な利用を可能とすることが望ましい場合に考え

られる対応策として、拡大集中許諾、補償金付権利制限、狭義の集中管理と権利制限を組

み合わせる混合型というものが考えられるということで、以下、拡大集中許諾、補償金付

権利制限、集中管理と権利制限を組み合わせた混合型、それぞれについて説明を行ってお

ります。 

 19ページの表は会議資料をそのまま用いているものですけれども、19ページの465行目

ですが、さらに、取引コストが最も大きくなる権利者不明著作物等については、現行制度

上、裁定制度が存在します。この制度は、権利者が不明である等の理由により、相当な努

力を払っても権利者と連絡することができない場合に、文化庁長官の裁定を受け、かつ文

化庁長官が定める額の補償金を著作権者のために供託することで、その著作物等を利用す

ることができる制度であります。 

 以上が現状と課題ですけれども、検討の方向性といたしまして、拡大集中許諾型、その

中には裁定制度の見直しも含まれますが、それぞれいただいた御意見を整理しております。

集中管理団体に管理を委託していない権利者の著作物等を団体が管理する正当化根拠が必

要になるということで、一定の場合には取引費用や時間の削減という観点から政策的に正

当化され得るとの御意見ですとか、あるいは、一定の要件を満たせば、黙示の許諾が推定

でき、正当化が図れるのではないかという御意見。組織率が低い場合であっても、個別の

ライセンス契約の適正性について公的機関の判断を介在させることにより、正当化を図れ

ないかという御意見。また、ベルヌ条約のスリー・ステップ・テストとの関係でも、一定

の場合には要件を充足するのではないかという御意見がありました。既に現行の著作権法

は拡大集中許諾と同じような効果を持っていると整理することもできるのではないかとい

う御意見もありました。 

 また、496行目以下ですけれども、正当化根拠として幾つかこれまで挙げられていたもの

はありますが、いずれも説得的とは言いがたいため、拡大集中許諾に類似した機能を果た

すと考えられる混合型を検討する必要があるのではという御意見もございました。 

 21ページ目は、前回お示しした仮説に関する資料と、そこで述べられている内容のポイ

ントをまとめて記載した内容となっております。 

 22ページに行っていただきまして、536行目以下ですけれども、ノン・メンバーの著作物

等の権利処理の正当化を図るために、裁定類似の手続を経るという考え方については、現

行の権利者不明の場合の裁定制度の在り方とも併せて検討することが必要ではないかとい

う記載をしております。これまでにも同制度の見直しは図られてきたわけですが、制度の

より幅広い利用を促進するためには、行政の関与をなくして、集中管理団体の有効活用を

図る抜本的な見直しを検討する必要があると考えられます。集中管理団体が裁定制度にお

いて一定の役割を果たすことにより、利用者による権利者の捜索等に係る負担を軽減する

とともに、集中管理団体が管理する著作物等との一元的な権利処理も図られることになる
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のではないかと考えられます。その際、併せて、集中管理団体が行う裁定手続の適正執行

担保のための執行管理体制・業務管理の基準や結果の公開、定期的な監査等行政による監

督の在り方、事前供託の見直しや、要件のさらなる緩和などについても検討を行うことが

必要としております。 

 次に、補償金付権利制限型についてですけれども、こちらは補償金の請求権を認める前

提として排他的権利を制限することから、その正当化根拠が求められるということで、利

用の目的、範囲、補償内容等を総合的に考慮して判断されるべきものであります。権利制

限によって実現される社会的意義が問題となり、利用の目的、範囲については、権利者自

らあるいはライセンシーを通じて行うビジネスと衝突し、その顕在的もしくは潜在的市場

を侵食するおそれのある利用について権利制限を行うことは、補償金請求権の付与があっ

ても原則として認められないと考えられるという記載をしております。 

 以上のことから、公益的な理由により比較的低廉な対価で定型的な利用を促進すること

を目的とする場合などに推奨されるとの意見が多かったところでございます。補償内容に

ついては、通常の使用料の額に相当する額の補償金請求権が実効性を持って機能すること

が必要であり、利用者であることが外形上分かりやすく、権利者が利用者の存在を的確に

捕捉できることが必要との意見がございました。 

 23ページの図も同じく前回の会議で仮説としてお示ししたもの、さらにその下にポイン

トを整理したものを記載しております。 

 次に24ページ、集中管理と補償金付権利制限の混合型（裁定制度の見直しも含む）とい

うところですけれども、混合型については、集中管理を行う著作権等管理事業者が補償金

を管理する団体を兼ね、著作権等管理団体と利用者との間の利用許諾契約の内容をノン・

メンバーに対する補償金に拡張する場合は、その効果は拡大集中許諾と類似したものにな

ると記載しております。ただし、ノン・メンバーの排他的権利を制限することから、その

正当化根拠が求められるとしております。 

 さらに、589行目ですけれども、混合型であっても、ノン・メンバーの権利の補償金処理

は通常のライセンシーを通じて行うビジネスと衝突し、市場の浸食のおそれのない範囲の

利用に限定されるとの意見がございました。また、混合型の検討に当たっても、前述の現

行の権利者不明の場合の裁定制度の在り方とも併せて検討することが必要との御意見があ

りました。行政の関与をなくして、集中管理団体が裁定制度において一定の役割を果たす

ことにより、利用者による権利者の捜索等に係る負担を軽減するとともに、集中管理団体

が管理する著作物等との一元的な権利処理が図られることになると記載を置いております。 

 25ページの図も同じく前回の会議でお示しした仮説で、その下にポイントをまとめてお

示ししております。 

 26ページ、627行目以下ですけれども、いずれの手法においても、団体に管理を委託して

いない権利者の対価の使途について適切な運用がなされることが必要との御意見がありま

した。例えば、一定期間後、利用者に返還する、共通目的事業に支出できる（しなければ
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ならない）ものとする、文化基金とするなどのように、使途に関して一定の制約を課すこ

とによって、当該金銭が安易に団体構成員ないし委託者に分配されるようなことがないよ

うに制度上担保する必要があると御意見がありました。また、権利者が現れず不要となる

ことが見込まれる対価は徴収せず、出現率を加味した金額を徴収し、支払いが必要になっ

た場合にはその中から権利者に支払うといったことも考えられるとしております。 

 これらの手法については、一元的な権利処理による利用円滑化が求められる具体的な利

用行為ごとに適用することができる適切な選択肢を増やすことが重要であるとしておりま

す。様々な手法を組み合わせることで、権利者の意思の尊重と円滑な利用が両立する環境

を整備していくことが必要としております。また、現時点では集中管理の進展による一元

的な権利処理の実現が利用円滑化方策として求められる場面が多いようですが、ブロック

チェーン等の技術の進展により、分散管理と利用の円滑化が両立する可能性もあると。こ

うした新たな技術の動向にも注視していく必要があるという記載にしております。 

 一旦、こちらの（１）で切らせていただきたいと思います。 

○中村座長 （１）、ありがとうございました。 

 皆さん、何か意見、質問はございますでしょうか。 

○前田委員 ありがとうございます。 

 437行目で政策的に網羅的な利用を可能とすることが望ましい場合に考えられる対応策

として、拡大集中許諾、補償金付権利制限、混合型が考えられると書いていただいている

のですが、私の考えとしては、網羅的な利用を可能とすることが望ましい分野が存在して

いることは明らかで、例えば放送番組等の同時配信等において議論されてきた問題という

のはまさにそういう問題だと思うのですが、著作物の全ての利用においてそういう必要が

生じているかどうかというと、必ずしもそうとは言えないと思うのです。 

 私の理解としては、拡大集中許諾等の検討というのは、ある程度権利者の許諾権を制約

してでも網羅的な利用を可能とすることが望ましいと考えられる特定の分野についてのこ

とであって、著作物の利用全てにわたって拡大集中許諾とか補償金付権利制限や混合型の

検討を進めるべきということではない。この報告書もそういう前提であると。どういう場

合が網羅的な利用を可能とすることが望ましい場合かというのは、この報告書自体では触

れていなくて、それはまた別途検討すべき課題だという前提なのかなと私は思ったのです

が、まず事務局に対する質問としては、そういう理解でよろしいでしょうか。 

○田渕参事官 そういった趣旨です。437行目にありますとおり、政策的に網羅的な利用を

可能とすることが望ましい場合、というのはそういう趣旨での記載となっております。 

○前田委員 437行目だけを見ると、今おっしゃったように限定されたお話だと理解でき

ると思うのですが、その上のところは著作物の利用一般に関するお話であるかのような書

き方にもなっておりますので、今回はある限定された分野において利用の円滑化が必要に

なった場合に、そのための手法としてどういう手法があるかどうかを検討するものだとい

うことであるならば、そういう趣旨を明確にしていただくのがいいのかなと思いました。 
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 以上です。 

○中村座長 どうもありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 お願いします。 

○柳川委員 柳川です。 

 私は前田先生が今おっしゃったような形ではこの文章を読んでいなかったので、そこは

確認をしたほうがいいかなと思って発言させていただきます。 

 そういうかなり限定的なところでだけこういうようなところを認めるという話であると

すると、先ほどから議論していたような、より取引コストを下げて中村先生がおっしゃっ

たようなSociety5.0の世界に対応するということはなかなかできないのではないかと。要

するに、予見できる限定されたところにだけ新しい枠組みを取り入れると、それ以外のと

ころの取引コストを大きく高めてしまうと。やはりこの報告書の大きなポイントは、そう

いうふうな事前に最初から限定されたところではなくて、もうちょっと幅広いところでこ

ういうものが認められるようにする方向性はないかということを議論してきたと私は理解

しております。もちろんそれに関しては委員の方々で御意見が分かれるのだと思いますけ

れども、少なくとも私は最初からそれを前提に全てが書かれるとは理解していなかったの

で、その辺りは事務局のほう、あるいはほかの先生方の御意見を伺いたいと思います。 

○中村座長 田村さん、お願いします。 

○田村委員  

 私も主観的には柳川先生と同じように思っております。前田先生のご指摘は、ここはよ

く書けているというような趣旨だったと思いますけれども、私も上手に書かれているよう

な気がいたします。委員の間でも意見が今も少し分かれていますが、それを前提に、「政

策的に望ましいと考えられる場合には」ときちんと入っています。そこは前田先生も評価

していただいているので、ほかの点で前田先生は気になっているということですから、例

えばその直後の上の段落で「網羅的に」と書いてあるところを「政策的に網羅的にすると

望ましい」など「政策的に」とちりばめていただいて、そこのところは中立ということを

出していただければ、私はそれで納得しますし、前田先生も「まあまあ」とおっしゃって

いただけるのかなと思った次第です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 前田さん、いかがでしょうか。 

○前田委員 ありがとうございます。 

 私には416行目から425行目が、非常に包括的に著作物の利用一般を対象として記述され

ているように読めたのです。それから、田村先生の御指摘のとおり、437行目は私の考えに

近いことを書いていただいているということだと思います。私としては437行目のような

限定された分野での利用についての検討だという趣旨を明確にしていただきたいと思いま

すけれども、ただ、今、柳川先生から御指摘がありましたように、そうではないという御



15 

 

意見がもちろんあるわけですから、そこは田村先生が御指摘のように、中庸を得た書き方

をしていただくのがいいのかなと思います。 

○中村座長 田村さん。 

○田村委員  

 そういたしましたら、私の意見は、政策的と限定するという趣旨ではなくて、中立的に

ということなので、前田先生がお気になされた記述で、例えば419行目の「利用されること

が社会的に望ましいものの」という記載も、例えば「政策的に利用されることが社会的に

望ましいと考えられるものの」という文章にすると、前田先生もかなり気持ちが収まるの

ではないかと思います。 

○中村座長 田村先生に事務局仕事をやっていただいていますが、皆さん、いかがでしょ

うか。 

 水野さん、手が挙がりました。 

○水野委員 では、私の意見ですけれども、私はこのままでいいかなと思っておりまして、

この報告書の全体の１番目で現状分析、環境分析をした上で、一般的な今の状況を書いた

上で、２ポツ目、政策的に望ましいとかというところというのが、今はすごく限定的なと

ころに当てはまるものだと考えられているとしても、今後、状況の認識によってはこれに

当てはまるのではないかと考える人たちが出てくるみたいな可能性にも配慮して、前半は

一般論で、最後に政策的に望ましいというところで限定しておくというのがよいと思うの

で、柳川先生がおっしゃったとおりの認識でおりました。なので、私はこのままの記載で

いいのではないかなと思いました。 

○中村座長 ほかにどうでしょうか。 

 上野さん、どうぞ。 

○上野委員 今の点は私も特に異論がなくて、もともとこれは手法のお話ですので、実際

に生じた具体的な問題に応じてどの手法が適切かということが決まってくるものかと思い

ます。そういう意味で、このように立法論のメニューをまとめていただいたことは非常に

有益ではないかと思います。 

 その他ちょっと細かい点について３つ補足的にお話をしたいと思います。 

 一つは、権利制限のところで、例えば23ページ目の一番下あたりに、「権利者によるオ

プトアウトもできるのであれば」というような記載があります。確かにECLだとアウトサイ

ダーがオプトアウトできるという仕組みがよく見られるわけですけれども、権利制限の場

合にオプトアウトできるような立法は可能かというと、これは議論のあり得るところかと

思います。ただ、私自身は理論的には可能だろうと思っておりまして、現状の39条も転載

を禁じる表示をした場合はこの限りでない、というようなただし書きがありまして、これ

も権利者によるオプトアウトを認めたものと理解できるところです。また、最近ヨーロッ

パで採択された欧州デジタル統一市場指令でも、情報解析を営利目的で行うということは

原則許されるという規定があるのですけれども、権利者が留保を表示した場合はその規定
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の適用を受けないということになっていまして、事実上、権利者が権利制限規定の適用を

受けないようにオプトアウトできるようになっております。そういう意味では、権利制限

規定でもオプトアウトという仕組みをつくることは可能なのだろうと思います。ただ、あ

まりにも簡単に権利者がオプトアウトできてしまいますと、せっかく権利制限規定をつく

った意味がなくなってしまって骨抜きになってしまいますから、その点は留意をする必要

があるのかなと思います。 

 ２点目は「混合型」についてでありまして、これは今回の法改正項目の一つである放送

番組の同時配信で活用された手法で、事実上、ECLを実現する新しいアイデアと言えるかも

しれないと思っております。従来、日本から海外に発信する制度というのは多くなかった

ように思うのですけれども、ECL導入に踏み込むことに抵抗のある国はこういう混合型の

導入を考えてみたらどうですかということで、世界に向けて発信することができる手法か

も知れないと思っているところであります。ただ、課題となるのは、やはりいわゆる「被

アクセス困難者」と呼ばれている不明権利者を含む人が有する権利を行使して得られた補

償金の行方です。いわば他人の権利を行使して取得した金銭ですから、これをどのように

分配すべきか、その使途の公正さをどうやって確保するのかということが問題となるとこ

ろです。放送番組の同時配信に関しても、すでに報告書においてこの問題は強調されてい

ますが、将来、混合型を他の場面に活用していくのであれば、このような分配ないし使途

の公正さをどうやって実現していくのかが今後大きな課題になるかと思います。 

 ３点目はそれに関係するのですけれども、この報告書の中に、裁定制度に関して行政の

関与をなくして、集中管理団体を活用していくということが考えられるのではないのかと

いうような記載があります。確かに集中管理団体を活用するということは有意義なのです

けれども、ここでもやはりアウトサイダーの取扱いの公正さを担保することが必要になり

ます。これは裁定制度のみならず、指定管理団体制度一般について言えることですが、特

に裁定制度について行政の関与をなくすという場合は、むしろ権利管理団体ではない公益

的な団体に業務を担わせる方が、分配の公正性確保という点からは望ましいように思いま

す。具体的には、これまでにも何回か申し上げているのですけれども、CRICやSOFTICなど

の団体がありますし、さらには韓国の著作権委員会みたいなものを参考にして、日本でも

著作権に関する独立委員会を設置するといった方法もあるかと思います。こうしたものも

含めて、分配の公正性を確保しつつ裁定制度における行政の関与をなくしていくやり方は、

他にもいろいろあるかと思いますので、いろいろなアイディアを検討してみてよいのでは

ないかと考える次第でございます。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 ほかにどうでしょうか。 

 田村さん。 

○田村委員 ありがとうございます。 
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 先ほどの話で、私も事務局のこれでよいなと思いながらも、今の上野先生のお話に関連

して、対価のところです。現在の書き方は、最後のほうに全体を通じて対価にというとこ

ろがあったと思うのですが、随分後のほうでしたか。 

○田渕参事官 26ページの633行目ですかね。 

○田村委員 ありがとうございます。 

 それで、この628行目から「例えば」と書いてあって、これは上野先生が常々提案されて

いることで、具体的に書いてあるので非常に厚みがあります。一方で、632行目以下の「ま

た」のところが、これは私の意見ですが、厚みがないというか、文章が短いような気がい

たします。私がどうしても気になっているのが、ノン・メンバー、あるいは、さらにはノ

ン・メンバーというだけではなくて、個人著作物などのようなことを考えると、どうして

も混合型にせよ、あるいは拡大集中許諾にせよ、集中処理団体が利用者と締結する金額は

市場を反映していますが、それは、集中処理団体のメンバーの意向を反映した、そうした

メンバーの持っている、信託している著作物等の市場の形を反映していると思います。組

織率が高い場合、JASRACさんのようなところであればそれでほとんど大丈夫で、あとは個

人著作物のことで考えればよくて、個人著作物についてはお金を取りません。ただ、その

場合も、個人著作物についてまで払わせるのは、逆に利用者にとっては寛容的利用のこと

を考えると状態が悪化するかもしれません。そういうことならば、むしろメンバーについ

ても買いたたかなければいけないということで、かえって権利者のためにはならないよう

な対価になりかねません。ですから、その場合にも、この「また」以下が必要だと思うの

です。 

 さらに、組織率があまり高くない、あるいは様々な集中管理団体がいるとか、それぞれ

について多様性があるとか、個人著作物ではなくて、かつ、しかしノン・メンバーも多い

ようなところでは、混合型でいくということでした。どうして混合型にするかというと、

結局、集中管理団体と利用者との間で結ばれる著作物に関する集中管理団体のメンバーの

意向を反映した金額がおそらく高過ぎるので、そういうことを加味してある程度行政の関

与をする、あるいは、行政ではないかもしれませんが、最適化の関与をするというところ

で、グラデーションをかけるということも必要だと思うのです。それはここに書くべきな

のか、混合型のところのどこかに書くべきなのか分かりませんけれども、そういうことで、

上野先生のおっしゃったような権利者の保護、あるいは権利者団体の保護の多様性にも配

慮できるのかなと思っています。 

 なので、この「また」のところ、できれば特に導入を考えている網羅型の場合には、ノ

ン・メンバーの対価を適用する、あるいは、それを全部払わせるようにした場合には、逆

に課題になり過ぎて大変なことになるということと、それを集中管理団体のほうで特に個

人著作物の場合は保持するということの正当化が見込まれないといったことを、できれば

632行のところに幾つか書いていただいて、上野先生の分量に匹敵するとまでは言いませ

んけれども、７割か８割くらいまで増やしていただけると私としては満足です。しかし、
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先ほどから申し上げているように、強くこだわるものではありません。 

○上野委員 ちょっと補足させていただいてよろしいでしょうか。 

 私自身は、ただいまの田村先生のお考えに全く賛成であります。私がいつも問題提起し

ておりますように、指定管理団体や裁定制度を担うことになる団体が他人であるアウトサ

イダーの権利を行使してお金を集めてしまって、その分配の公正性が問題になるくらいな

ら、最初からそのような金銭は受け取らないほうがよいのだと思います。現行法でも、放

送二次使用料につきましては、指定管理団体がアウトサイダーに帰属すべき二次使用料は

収受しない制度になっており、私はその方がよいのではないかと思っているのですけれど

も、もし指定管理団体や裁定制度を担う団体がアウトサイダーの収受すべき金銭を受け取

る制度にするのであれば、収受した金銭の公正な取扱いを確保することが必要にならざる

を得ないということです。特に、金銭を収受しても実際に真の権利者に分配される割合が

低い場合、例えば、今の裁定制度でも権利者が供託金を受領するのは１％以下だとか言わ

れているようですし、そうであるならば、最初からそのような金銭は受け取らないとか、

受け取る額を調整するなどした方がよいように思うところであります。 

 以上です。 

○中村座長 よろしいでしょうか。 

 どうぞ。 

○林委員 ありがとうございます。 

 昨年の規制改革の答申においては、インターネットにおける放送コンテンツの円滑な流

通に向けた制度整備ということにつきまして、同時配信の問題と孤児著作物については、

制度設計、法案概要を作成した上で令和３年通常国会での法案成立を目指すということと

されており、これについては文化庁で今日御参加の先生方にも多大な御尽力をいただいて

取りまとめられて、今、法案に向かっているものと思っておりまして、本当に大変な御尽

力をいただいたと感謝しているところです。 

 この答申では、１．同時配信と３．孤児著作物を優先的に措置した上で、２というのが

拡大集中許諾制度なのですが、拡大集中許諾制度について令和３年中に改めて要否を明ら

かにするということが閣議決定されているところであります。 

 先ほど上野先生から、これは狭い意味の集中管理だと思うのですけれども、集中管理と

補償金付権利制限の混合型は、同時配信について事実上ECLを実現するアイデアではない

かというお話が合ったのですが、事実上実現するアイデアというのは、どの部分が実現し

てどの部分が事実上なのでしょうか。今回言われてる「混合型」というものと、今回の法

案で出ていくものとの違いも、私、実は分かりませんが、もし、事実上「混合型」でECLを

実現できるのだから、ECLを導入ということを言わなくてもいいじゃないかと。そういうネ

ゴシエーションの手間というかコンセンサス取りに苦労する必要はないのではないかとい

う御趣旨であるとしたら、どの辺が実現できて、どの辺が事実上、つまり同じではないと

いうことなのかという辺りを伺えればと思ったのですが、いかがでしょうか。 
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○上野委員 事務局ではなくて、私からお答えして大丈夫でしょうか。 

 私から見ますと、混合型というのは、ノン・メンバーというか被アクセス困難者につい

ては権利制限規定プラス補償金制度とするということですから、事実上、一括して「権利

処理」できることになるわけなのですよね。このように、団体で管理されていない権利に

ついても簡便な形で包括的な利用が可能になるという点では、ECLにおけるいわゆる拡張

効果と呼ばれるものと実質的に同じようなものになるかと思います。ただ、利用条件や対

価の額については、ECLの場合、インサイダーとアウトサイダーは基本的に同等でなければ

いけないと考えられているかと思いますが、他方、権利制限の場合の補償金の額がそれに

相当するものになるかどうかは保証の限りではないかも知れませんので、その点は課題に

なろうかと思います。 

 いずれにしましても、日本で混合型というようなものが立法できるのであればECLだっ

て立法できるんじゃないかと考えるのか、それとも、混合型が立法できるのだったらECLを

やる必要はないんじゃないかと考えるのかという点は、いろいろご意見があるかと思いま

すが、今後の立法論にとっては意味のあるポイントではないかと思っております。 

 以上、いささか不十分かもしれませんので、もしよろしければ事務局からも補足してい

ただければと思います。以上です。 

○田渕参事官 事務局です。 

 この点につきましても、文化庁とも調整いたしまして、皆様に整理した形でお示しでき

ればと考えております。 

○林委員 田村先生からのご意見の前に、私、上野先生におわびをしなければいけないと

思うので。こんな形で質問をして申し訳ありませんでした。 

 ただ、規制改革のときにも議論したのは、昔からある補償金付きのこういった権利制限

制度の考え方というのは、実際に使われてきていないし、また、今後導入するに当たって

は、環境変化に応じた様々な個別の制度設計をしなければいけない。特に対価のところは、

混合型にしても、権利制限の補償金制度の場合は、個別的な利用条件で決めることができ

なくて、団体による定型的な処理になるといった問題があります。報告書の項目１．で書

かれた大きな問題意識に対する回答として、今まであった手法の手直しとか、継ぎ足しで

対応するということに加え、新しいECLの選択肢を増やすのかどうかの問題だと思います。

私自身は、ECLといっても一般的ECLを入れろという意見ではなくて、あくまでも個別ECLな

のですけれども、個別ECLという新たな手続の選択肢を設けることによって、著作権者も利

用が増えればパイが増えるわけで、そういった改革を５年先、10年先を見据えてやらなか

ったら、構造変化に対応できず、ゆでガエルになってしまうという危機感で、ECLを議論し

ています。既存にある制度の手直しで足りるじゃないかという御意見が出てくるようであ

ると、それは議論の出発点となる危機感が違うのではないかと個人的には思います。 

 田村先生、すみませんでした。 

○中村座長 田村さん。 
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○田村委員 どうもありがとうございます。 

 今のお二人のやりとり、あるいは事務局からの対応のことに関しては、結局、拡大集中

許諾というときにどこに着目して話をするかだと思います。上野先生は法的な技術として

法的効果のところについてお話をされて、林委員は、どちらかというと、どこが対価とか

条件とかを判断するのかということを気になされています。補償金というのは、そういう

意味では基本的に立法ですね。もちろん補償金はいろいろな制度がありますので、現状で

はそうですけれども、立法でどこかに委任すれば、実は拡大集中許諾に近づきます。そう

いう意味では、林先生が念頭に置かれているのは伝統的なタイプです。もちろん伝統的に

はそうですよねということが念頭にあって、それに対して拡大集中許諾のよさというのは、

立法ではなくて個別具体的に、つまり集中管理団体と利用者との契約を活用するというこ

とです。このように、拡大集中許諾の特徴は、迅速に市場にきめ細かな判断をさせる点に

あるので、それは混合型と書いてあるところの典型例で言えば、失われてしまうとは思う

のです。 

 ただ、この混合型は、よく注意して見ていただくと、さっきの「政策的に望ましい」と

いう話と似たようなところがありまして、大分幅広に書かれていると思うのです。とりわ

け、私が申し上げている裁定制度と組み合わせるというところが入っております。この裁

定制度も、もちろんいろいろなやり方があると思いますが、組み合わせるタイプですと結

構個別具体的になってきますし、ここでさらに集中管理団体に一回判断させたのを、組織

率が低いことを鑑みて、裁定機関のほうでグラデーションをつけていくというような制度

を入れていきますと、それを裁定の改良と呼ぶのか、拡大集中許諾と呼ぶのかは、言葉の

問題だと思います。拡大集中許諾と呼びますと様々なものが入って来たりするので、混合

型とか裁定の改良というような感じで位置づけておいて、あるいはこういう形で出してお

くというのも一つの案かと思います。ですので、そういう意味で、現在の書き方で、林先

生の御懸念も一応入っているとは思います。 

 以上です。 

○中村座長 前田さん、お願いします。 

○前田委員 今、田村先生からお話がありました混合型と拡大集中許諾の類似性という点

に関してなのですが、混合型の場合に、権利制限の部分の補償金について市場原理が働か

ないということになるのではないかというお話もありましたが、19ページの比較表におき

ましても、混合型の「対価決定における市場原理の有無」のところには、２つ目のポツで、

補償金付権利制限部分については、集中管理団体と利用者間の協議等により決定された対

価水準が反映されることが想定されると書いていただいていて、まさにそういうことにな

るのではないかなと。特に補償金が通常の使用料に相当する補償金となった場合に、メン

バーについて集中管理団体が決定した使用料が通常の使用料相当額になって、それが自動

的に補償金になるのではないか。そういう意味で、市場原理が結果として反映されること

になるのではないかと思います。 
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 以上です。 

○中村座長 ほかによろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。 

 ここの部分、総論のところの議論がありましたが、もう一段書きぶりを調整する必要が

あるかと思いますし、３類型の書きぶりもめり張りを含めて今日でセットというわけにも

いきそうになく、もうワンラウンド要るかなという感じで聞いておりました。また、事務

局からも文化庁との調整もあるということですので、その調整もお願いをいたしまして、

委員の方々からもここはもう少し追加的なコメントもあるのではないかと拝察いたします

ので、あれば事務局にお届けいただければと思います。 

 前田さん、手を挙げられましたね。 

○前田委員 まだこのテーマの続きでもよろしいでしょうか。あるいは、もう次に。 

○中村座長 いえ、大丈夫です。どうぞ。 

○前田委員 20ページの501行目のところです。「拡大集中許諾が適用される用途領域につ

いては、公共性が必ずしも高くない場合において、取引費用を削減するとともに、迅速に

利用を実現するための選択肢として考えられるべきではないかとの意見が多かった」とい

う記述があるのですが、公共性が必ずしも高くない場合において拡大集中許諾を導入する

ということは、ある意味では著作権者の許諾権を制限するという結果にもなるわけですの

で、公共性が必ずしも高くないのに著作権者から許諾権を奪うということが許されるのだ

ろうかという疑問を私は感じます。ここはその意見が多かったということですので、それ

はそれで異論はないのですが、ただ、ここの記述については、そもそも公共性が必ずしも

高くないのに拡大集中許諾を導入して許諾権を制限することが果たして正当化できるのだ

ろうかという疑問を呈する意見もあったという記述をしていただきたいなと思います。 

 以上です。 

○田村委員  

 前田先生が公共性として、どのようなことを意識されているか分かりませんが、私は例

えば何度か申し上げているようにアーカイブ型のような網羅的なデータベースみたいなも

のを作成するとか、ああいうものが入ると思っております。もしかしたら前田先生も具体

例では変わらないと思っていらっしゃるのかもしれないのですけれども、そこがまず入る

だろうと思います。そこは今、前田先生も私と同意見のようではあるのですが、ただ、問

題はそれに限るかどうかです。私、そもそもそれも公共性が高いとは位置づけずにいたの

ですけれども、それは言葉の問題ではないかと思います。 

 さらに、例えば記録映画、ある人の伝記物みたいな映画をつくるときに、1,000近いコン

テンツの処理が必要で、そこに数億かかるということもあったと伺っておりますが、いろ

いろな著作物をネットからもいろいろとあることが分かる時代ですので、そういった場合

にも新しいタイプの類型を使いたいと私は思っております。それを前田先生がいや、それ

はとおっしゃるのかどうかが気になります。 
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 それで今の状況で多数がこうだったと書いた上で、前田先生のように、いや、しかし、

公共性が高くないのにおかしいという意見もあったといろいろ書かれてしまいますと、実

は二人があまり変わっていないところを含めて対立しているように思われるのが少し不安

です。多数だったというところを、そちらのほうの意見もあったくらいにしていただいて、

前田先生のご意見を反対意見に付記しないという辺りでまとめていただけると気持ちも収

まるかと思いますが、全てはお任せいたします。 

○中村座長 林さん、いかがでしょうか。 

○林委員 ありがとうございます。 

 私、公共性という言葉を申し上げたので発言させていただきますが、私は補償金付きに

しろ、権利制限という類型を公共性が高くない場合に認めていいのだろうかというのが問

題意識の出発点です。補償金付権利制限を認められるという場合は、やはり公共性の高い

分野に限定すべきであるという考え方からすると、その類型では対応できない残る部分が

必ず出てくると。残る部分についても、でも、そういう部分こそ取引費用の削減とが非常

に要求されてくる。これは守りの意味でなく、攻めの意味で取引費用の削減が必要になっ

てくるので、そういう意味で、公共性が必ずしも高くない場合において取引費用を削減す

るという文脈で私はここを理解しております。意見が「多い」のか「あった」にするのか

という辺りは表現の問題だと思いますので、お任せしたいと思います。 

○中村座長 前田さん。 

○前田委員 さきほど田村先生がおっしゃったとおり、公共性という言葉に多義性があり、

私の発言が不正確だったかもしれません。私としては、公共性という言葉であろうが別の

言葉であろうが、著作権者に本来的にはある許諾権を制約するのに足りる合理的な根拠が

ある場合に限り、拡大集中許諾などが正当化され得る。私の考えとしては、拡大集中許諾

はそもそも正当化できないのですけれども、混合型は正当化される場合があるだろうと思

います。 

 林先生が今おっしゃったとおり、権利制限の場合は公共性がなければいけない。そのと

おりだと思うのですが、権利制限をするべきでないような場合であっても、拡大集中許諾

ならば認められる余地があるというのが林先生の御趣旨だったように思うのですけれども、

私としては、それは難しいのではないかと。権利者不明の場合は確かに分かるのですけれ

ども、権利者不明ではなくて、権利者と容易に連絡を取ることができるにもかかわらず、

なお権利者の許諾権を制約するということであるならば、それは実質的には権利制限であ

ろうと。そうであるならば、権利制限と同等にそれを正当化する合理的な根拠が必要にな

るのではないかと思います。 

 以上です。 

○林委員 中村先生、もう一回だけいいですか。 

○中村座長 はい。 

○林委員 今の前田先生の御意見は私も理解しているのですけれども、異なる意見を持っ
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ておりまして、これはたしか上野先生が座長でいらしたと思うのですけれども、2017年に

SOFTICで拡大集中許諾制度に関する調査研究報告書をまとめていただいている中で、拡大

集中許諾制度の正当化根拠を非常に網羅的に整理してくださっています。私はその中で、

前も申し上げたかもしれないのですけれども、黙示の許諾が認められる場合には正当化さ

れるという整理が妥当と考えました。どういう場合に黙示の許諾構成で正当化根拠が認め

られるのかについては、一般的な条件としてはオプトアウトが容易に認められるとか、範

囲を個別ECLにするとか、集中管理団体というのは何らかの国の条件設定で、認可なのか認

証なのか分かりませんけれども、そういうものを設けることで担保するというものと、あ

とは、重要なのは、分野ごとに黙示の推定が認められるコンテンツ分野なのかといった条

件設定によって、で黙示の許諾という理論構成で正当化根拠が認められるのではないかと

思っていまして、前田先生のおっしゃるところの公共性の点だけではないと考えておりま

す。 

 多分こうしたいろいろな考え方がある中で、最終的には選択肢を増やすという観点で、

こういう枠組みなら正当化できると政策決定するのか、それとも今までの制度を手直しし

てやっていくことで足りると考えるのか。そういったことをこれから調整していくという

ことになると思うのですけれども、やはり、危機感をもった議論はすべきだと思うのです。

できないという理由を挙げるだけではなくて、制度設計の議論はしていくべきではないか

なと思っております。 

○中村座長 どうもありがとうございました。 

 ここで、この件についてまとめたいと思います。これは、先ほどもちょっとありました

けれども、文化庁との調整といいますか、どこまで我々が書くことが適切なのかというこ

とも含め、少しワンラウンドやりたいと思いますので、今日のところはこの辺りにしてお

くのが妥当かなと思うのですけれども、よろしいでしょうか。 

 ということで、残り30分ばかりでかなり押してきたなと思いますので、次に進みたいと

思います。 

 事務局から次の説明をお願いできますでしょうか。 

○田渕参事官 それでは、26ページの644行目、（２）UGC等、多元化された制作環境の適

正な発展を支える権利者意思情報共有・権利処理関連サービスの形成とプラットフォーム

の役割というところでございます。 

 現状と課題部分は、１ポツで記載した内容とも重なる部分は多いのですが、ユーザーに

よって生成されたコンテンツの投稿型プラットフォームにおける急増ということを受けま

して、こうしたコンテンツの中にはユーザーが完全に一から創作したものもあるが、何ら

かの既存の第三者の作品、素材を利用して創作されるものも多いという中で、権利者の対

応としては、サイト運営者等に対して削除を請求したり、黙認したりというような場合、

利用の許諾をした上で広告掲載による収益の分配を受ける場合などがあります。 

 さらに、ｎ次創作が認められる範囲について、権利者がガイドライン等により示す例も
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見られるところでございます。 

 28ページですけれども、投稿型サイト等のプラットフォーム運営者と著作権等管理事業

者が包括許諾契約を締結することで、ユーザーが権利者から直接許諾を得ずに一定の条件

の下、コンテンツを利用し投稿することができる取組もございます。そうした場合、例え

ば、著作権等管理事業者が包括許諾契約を締結したプラットフォームの一覧をリスト化し

てホームページに掲載したり、あるいはどのコンテンツが許諾されているのかということ

をウェブサイト上で検索できるようにしておくといった取組がございます。さらには、フ

ィンガープリント等を用いた無許諾コンテンツの追跡・削除・収益化を行っている投稿サ

イトの例や、ブロックチェーンを用いた著作権管理プラットフォームの構築を目指す動き

もございます。 

 その上で、検討の方向性というところですけれども、まずは創作者・権利者の意思の尊

重とUGCの発展の両立に当たっては、権利者の自主性・独自性を尊重する形で、利用の仕方

について権利者が定めたガイドラインやクリエーティブ・コモンズ等の意思表示の仕組み

等を活用して、あらかじめ権利者が著作物の利用を認める範囲や条件等について行った意

思表示がユーザーにうまく伝わるというところで、投稿サイト等のプラットフォームとの

連携について、プラットフォームの規約の活用も含め、検討することが考えられます。 

 また、フィンガープリントなどの技術によって権利者が自身の著作物をより簡単に管理

できるようにする仕組みを構築する取組も見受けられます。こうした技術の活用も権利者

が自らの著作物の利用状況とその影響を評価し、権利の利用に関する自らの意思を明確化

することにつながると考えられますので、こうした技術が広く活用されるよう、その環境

整備といったことが考えられます。 

 さらに、プラットフォームが権利者と利用者の権利処理と利益分配を円滑化するために、

利用者に代わってプラットフォームが権利者と規約を締結して、利用者の一括処理窓口を

務めたり、権利者の許諾意思と利用状況についてユーザーに情報を提供するといった取組

も期待されます。 

 権利者への利益還元については、投稿サイト等における利用状況を把握するためのITソ

リューションの提供、海外も見据えた権利処理枠組み、著作権使用料の精緻な利用量把握

による算定情報の提供等をプラットフォームが行うことが望ましいということで、何らか

課題があれば、まずはその実態を把握するということも考えられます。その課題を整理し

た上で、必要に応じて知的財産政策の観点からの制度や運用の在り方の検討に加え、プラ

ットフォームに関する競争政策も含めた幅広い観点も視野に入れて実態を分析・検討して

いくことが考えられるとしております。 

 また、違法コンテンツへの対応におけるプラットフォームの役割についても記載してい

るところでございます。 

 以上、（２）で一旦区切らせていただきます。 

○中村座長 どうもありがとうございます。 
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 皆さん、いかがですか。 

 どうぞ。 

○林委員 プラットフォームの関係について、先ほど柳川先生から書くのはいいけれども

視点が違うので注意してというお言葉をいただいて、確かにそのとおりだなと思ました。

（２）の検討の方向性の最後に「また、違法コンテンツへの対応におけるプラットフォー

ムの役割についても、検討が求められる」と書かれています。ヨーロッパなどではそうい

った動きが進んでいると思います。この違法コンテンツへの対応におけるプラットフォー

ムの役割への検討の必要性という視点は重要であり、ここでこういう書き込みをして、今

後この知財本部で議論していくのか、また政府内のどこかで議論するのか、その辺りにつ

ながればいいかなと思っております。 

○中村座長 よろしいでしょうか。 

○内山委員 （２）に関していけば、いわば包括契約を結ぶプレーヤーとして重視しまし

ょうねという側面も当然ながらあるお話だと思いますし、そのときに当然また分配問題は

出てきますから、一種の情報開示問題というのは当然考えなければいけない要素としては

出てくるというところまではとても理解はできる部分でございます。ただ、今、林先生が

おっしゃったとおりで、政府部局のどこでこれをやるのというのはとても疑問に思うとこ

ろなので、疑問というかまさしく交通整理をしてほしいなというところでございますので、

そこはお願いしておきたいところではございます。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 ほかはいかがですか。よろしいですか。 

 よろしければ、次に進みましょう。 

 事務局、お願いします。 

○田渕参事官 それでは、（３）が利用円滑化の基盤となる権利情報データベースの整備

についてでございます。 

 現状と課題については、文化庁から御報告いただきました音楽分野のデータベースに加

えまして、ほかにも様々な官民のデータベースがある中で、全体像の把握が困難であると

いう課題についても触れております。 

 検討の方向性といたしましては、既に構築されたデータベースについては、利用者によ

る活用が図られ、権利者への対価還元に結びつくよう、さらなる周知が求められるという

こと。また、利用者側の例えばシステムとデータベースを連携するといったことを模索す

ることが必要と記載しております。また、音楽分野以外の権利者情報の集約・データベー

ス化についても、権利者団体等と連携した取組の具体化を進めること。さらに、既存の各

種データベースに関する全体像と課題を把握・分析の上、さらなる周知、権利情報の集約

化を進める必要があるという方向性を記載しております。 

 時間もないので、残りを全部御説明します。 
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 （４）がコンテンツ制作における取引の適正化及び就業環境の改善といったところです

けれども、現状と課題につきましては、タスクフォースでも御紹介させていただきました

各種ガイドライン、放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドラインやアニメーシ

ョン制作業界における下請適正取引等の推進のためのガイドライン、現在作成中のフリー

ランスのガイドラインについて記載しております。 

 方向性といたしましては、これらのガイドラインについて、対象事業者等向け講習会や

業界団体に対する働きかけを実施するとともに、個社へのガイドライン遵守状況調査や業

界向けアンケート調査を実施し、重点課題の改善割合を指標化した上で浸透状況の可視化

を図るなど、一層の普及・活用を図ることが考えられるとしております。 

 また、特にフリーランスに対しては、これらガイドライン等をはじめとする支援措置に

ついて周知徹底を図る必要があるということで、これらのガイドラインの内容について、

コンテンツ製作者や個人のクリエーターが参加する団体を通じて、改めて周知活動を行う

とともに、映画産業については、取引の適正化等に向けた認定制度等の仕組みの構築や、

製作者側による認証取得と表示の実行状況の調査を求めることも考えられるという方向性

を示しております。 

 次に、（５）の伝送路などの形式面と権利者への影響などの実質面との間でずれが生じ

ている著作権法上の規定の見直しですけれども、著作権法上、権利者の利益への影響とい

う観点では、アナログ・リアルと同等の行為でも、デジタル・ネットを活用すると実施で

きないものも存在します。例えば観客がその場にいる非営利の演奏や口述等が無許諾無償

で行える場合であっても、テレビ会議システム等を用いた配信となると、同人数の観客で

あっても無許諾で行えない場合などがございます。このように、伝送路などの形式面と権

利者への影響などの実質面との間でずれが生じていることにより、公正な利用が適切に確

保できない可能性があることで、とりわけ配信システムを介した形で多様な活動が遠隔で

行われるようになった昨今の状況に鑑みると、見直しが必要な規定が存在すると考えられ

ます。 

 これを踏まえまして、検討の方向性といたしましては、こうした規定について権利者の

利益に与える影響がアナログ・リアルの場合とデジタル・ネットの場合とで同等であるか

慎重に精査した上で、権利者の利益を不当に害しないことを前提に、可能な限りずれを解

消することが求められるとしております。 

 最後、当事者間協議やソフトローの活用というところでございます。 

 現状と課題ですが、技術や市場の変化が激しい今日において、全ての新たな事象につい

て、立法によるだけでは対応が追いつかないとの指摘がなされます。これを受けて、ソフ

トローの活用が提唱されるようになっております。 

 著作物等の利用に当たっては、一般的には、技術革新の影響や取引の実態の分かってい

る当事者同士の交渉により、利用許諾、利用条件や対価の決定を行うことが効率的であり

ます。合意の形成については、権利者及び利用者の当事者間のみで自主的に策定されるも
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のもあれば、当事者間における自主的な策定プロセスに幅広い経済・社会的利益を反映さ

せるため、政府が一定の関与を行うことが望ましいものもあるとしております。 

 当事者間における合意形成が進まない場合には、必要に応じて紛争解決制度を活用する

ことが可能であるとしております。 

 さらに、33ページの837行目ですけれども、当事者間の取組には、著作権等管理事業者と

利用者の間の交渉を経て合意が形成される場合も含まれるとしております。著作権等管理

事業法においては、市場に対し大きな影響力を持つ指定管理事業者については、利用者側

の意向が反映された使用料規程が作成されるために、使用料規程に関する協議・裁定制度

が設けられているところでございます。 

 次に、著作権分野におけるソフトローの活用との関連では、平成30年に柔軟な権利制限

規定が導入されたところでございます。権利制限規定の柔軟性が高いとは、ある行為に権

利制限規定が適用されるか否かについて解釈の余地が大きいことを意味しております。米

国のフェアユース規定は、①利用の目的及び性質、②著作物の性質、③利用される分量及

び実質性、④著作物の潜在的市場または価値に対する利用の影響等を考慮して、公正であ

れば無許諾で利用できるというもので、柔軟性が極めて高いものとなっております。我が

国においても、柔軟性のある権利制限規定を導入すべきか検討するに当たり、調査を実施

したところ、大半の企業や団体は高い法令遵守意識と訴訟への抵抗感から、規定の柔軟性

より明確性を重視していることが判明したところでございます。文化審議会における検討

の結果、我が国において最も望ましい「柔軟性のある権利制限規定」の整備については、

明確性と柔軟性の適切なバランスを備えた複数の規定の組合せによる多層的な対応を行う

ことが適当とされ、規定が整備された経緯がございます。 

 柔軟な権利制限規定が導入された背景といたしまして、著作権法に関するこれまでの立

法の手法において、著作物の利用実態が急速に変わり得るという事実を考慮に入れた制度

設計が必ずしも十分には行われていなかった面があるとの認識がございます。著作権法に

おける柔軟な権利制限規定の導入の際、専門性、迅速性、柔軟性等の観点から、ソフトロ

ーの活用が適切な場合があるとの議論がなされているところでございます。 

 文化庁著作権課名義で公表された「デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟

な権利制限規定に関する基本的な考え方」について、これも一種のソフトローと位置づけ

ることができるとしております。 

 検討の方向性でありますけれども、当事者間の協議につきましては、社会的に利用が進

むことが望ましいものの、当事者間での協議がうまく進まない場合においては、紛争解決

手段で個々の事案解決事例を積み上げていくことも有効とした上で、こうしたソフトロー

の形成プロセスを設計する場合、限られた当事者だけの協議の方向性が幅広い経済・社会

的利益から来る要請と乖離する場合もあり、必要に応じて、行政機関の関与の下、当事者

間の合意形成を促すことも求められるとしております。 

 また、ある程度柔軟な法令の規定、例えば柔軟な権利制限規定というのは利用の円滑化
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に資すると考えられる一方、その解釈をめぐる不確実性を低減するため、今後も引き続き

行政府がソフトローを活用することが考えられるとしております。 

 今後はこうしたソフトローと実定法の組合せと相互関係についてイノベーションを生み

出していく必要性があると。まずは、こうした対応が必要とされる課題をさらに探索して

いくことが重要であるとしております。 

 以上、駆け足になりましたけれども、残りの部分の説明とさせていただきます。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 では、今、御説明があった（３）から（６）について、皆様からコメントをお願いいた

します。 

 林さん。 

○林委員 ありがとうございます。 

 ２ポツの（１）、（２）は一元化の話がメインだったと思うのですが、（３）以降は、

それぞれ、それ以外の環境整備に関わる必要な施策について現状と課題の整理と対応の方

向性を示していただいたもので、これまでの議論を整理していただいたところであり、私

もこれで結構だと思っております。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 ほかにどうでしょうか。 

 前田さん、お願いします。 

○前田委員 ありがとうございます。 

 （５）伝送路などの形式面と権利者への影響などの実績面との間でずれが生じている場

合の著作権法上の規定の見直しに関してなのですけれども、ここでは、813行目あたりで、

「アナログ・リアルで行うのと同様の利用行為であっても、デジタル・ネットを利用する

場合には許諾が必要となる著作権法上の規定について、権利者の利益に与える影響がアナ

ログ・リアルの場合とデジタル・ネットの場合とで同等であるか慎重に精査した上で、権

利者の利益を不当に害しないことを前提に、可能な限り、ずれを解消することが求められ

る」とあるのですが、ずれを解消するという方向としては、アナログ・リアルの場合は自

由にできるのだから、デジタル・ネットの場合も自由にすることによってずれを解消する

ということもあり得ますが、その逆もあり得るのだと思うのです。アナログ・リアルの場

合であっても、広範に、大人数を対象にするような場合などについては、今は非営利無料

の利用の場合は上演、演奏等が自由にできるということがありますけれども、逆にそれら

を許諾権の対象にするということもあり得るわけですので、ずれを解消する方法について

は両方向があり得ると思います。ここに書いていただいている方向性は、どうも許諾が必

要でない方向に統一するというニュアンスで書かれているような気がするのですけれども、

それはある意味で片面的のような気がいたします。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 
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 ほかにいかがでしょうか。 

 柳川さん。 

○柳川委員 柳川でございます。 

 ここで書いていただいた内容については、これで異論ございません。 

 今までしゃべったことも含めて、全体についてコメントさせていただきたいのですけれ

ども、やはりソフトローの活用のところで書かれているようなところがとても重要だと思

っていまして、ある種の迅速性というものが非常に重要になっているというのが、私が考

える全体の方向性の中での大きなポイントだと思っています。取引コストという話が出て

きて、そのとおりなのですけれども、取引コストって割と何ということでいくと、やはり

迅速に処理ができないということ、あるいは迅速な活動ができないことが経済的にも、あ

るいは社会的にも非常に大きな問題を招きかねないということで、どういうふうな形にす

れば迅速な処理が可能なのかということをしっかり考えるというのが大きなポイントだっ

たのだと思っています。その点で、このソフトローのような活用が非常に重要だというこ

とが一つ言えると思います。 

 先ほどやや言い過ぎたので、少し誤解を招いたかもしれませんけれども、迅速な活動を

しなければいけないから権利を全部吹っ飛ばせというつもりは全くございませんで、要す

るに、きちんとした権利が守られるようにするのだけれども、それを今までよりもできる

だけ迅速にする形でできないか、その工夫がどこかでないかということが考えられればと

いうのが私が考えた今回の報告書の一番のポイントだと思うのです。なので、先ほど事前

にきちんと公共性が高いと認定された分野にだけ認めるというのは視点として少し違うの

ではないかと私は申し上げたのですけれども、それは決して何でもかんでも認めるという

わけではなくて、事前に把握してこの分野ならいいということを決めると、どうしてもス

ピード感が遅れるということで、事前規制ではなく事後的な紛争処理のほうにできるだけ

持っていくほうがスピード感のいい話ができるのではないかというのが先ほど申し上げた

ところのポイントでございました。 

 それから、集中処理のところは、委員の方々が専門的な話をされていて、その神々の議

論に私が首を突っ込む気は全くないのですけれども、例えば経済活動のために権利を制限

してもいいかというと、当然そこはかなり限定的な話にはなるのだと思います。ただ、権

利の認め方というのはいろいろなパターンがあり得るのかなと。今認められている権利の

行使の仕方を全く動かすとすると、全て権利制限だということでもないのだと思いますの

で、ですから、事前ではなくて事後的に問題があったといったとき、クレームがあればそ

れの紛争処理をするという形で権利が認められるのであれば、そのほうが経済活動として

は迅速性があるということであれば、そういう方向でできる選択肢をできるだけ増やして

いただきたいと考えるところでございます。 

 なので、細かい書きぶりはあまり気にしないというか、私が口を出せることではないの

ですけれども、ぜひ辺りに少し気をつけて選択肢なり書きぶりを考えていただくことが私
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は大事かなと思っております。 

 ちょっと長くなりましたけれども、以上でございます。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 水野さん。 

○水野委員 今、柳川先生がおっしゃったことは私もほとんど同意見で、このソフトロー

的なものというのは一番最後にくっついているみたいな形で提案されているのがいいのか

どうかという書きぶりの位置のところ、政策のペーパーなので、ソフトロー的なものが後

ろのほうに来やすいというのは分からなくもないのですが、この位置で本当にいいのかと

いうことは一度投げかけたいと思います。 

 あともう一点、先ほどから著作権を制限することに対する正当化根拠というもの、間違

いなくこれは権利として付与されている以上必要だと思うのですけれども、私はそもそも

著作権というものの正当化根拠自体が揺らいでいる時代だと認識しておりまして、表現の

自由から遡れば、著作権という権利自体が例外だと、神々の前で言うのも本当に釈迦に説

法なのですが、そういう考え方だとすると、著作権という権利の制限根拠というものが非

常に強く求められ過ぎているという感覚もあります。なので、今日の御議論自体は私は納

得しているのですけれども、そこを強く求める考え方とそうではない考え方も今の時代、

あり得るのではないかというのは一言お伝えしたかったなと思いました。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○田村委員 どうもありがとうございます。 

 私もここの書きぶりというより、今のつながりで申し上げます。水野委員のおっしゃる

こと、当然私は共感するところですが、今回そこまで書くのは、委員の意見も分かれてい

ると思いますのでやめたほうがいいとは思います。ただ、柳川先生のおっしゃっているこ

とは、私も非常に共感します。権利を制限し過ぎて、どうしても法的な制限に分類される

のでしょうが、どちらかというと手続の話です。よくフラッグ、旗を誰が揚げるかという

問題だと申し上げるのですけれども、これだけ個人著作物とか、あるいは個人著作物でな

いにしてもクリエーティブ・コモンズ型の弱い権利でもいいと思っている方の著作物が、

ネット上であふれている著作物の中に占める割合が高くなっている状況で、今のように、

原則は全員著作権法どおりの権利、そうではないときに例外をという制度がなかなか利か

なくなっているというところが一つの大きな問題です。それを、例えば拡大集中許諾にし

ろ、混合型にしろ、あるいは裁定の改良型にしろ、一旦マジョリティーのほうに合わせて

みる。そのマジョリティーは分野によって違うわけで、例えば集中処理団体の組織率が高

いところは、まずはそこで合わせてみるとか、低いところは多少グラデーションをつけて

ある程度幾つのマジョリティーを捉えていくなどをしながら、それで納得されない方はオ

プトアウトさせる。つまり、フラッグを立てる役割は、コストをなるべく減らすというや
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り方だと思うのです。さらには、そもそも個人著作物と認めることが本当に多い場合には、

原則はそこには補償金を取らないとかという形にしていく。 

 これは、法技術的に見てしまうともちろん権利の制限の一種なのでしょうけれども、狙

っているところが大きな著作権を弱めるか強めるかという話ではなくて、何度も申し上げ

るように、保護すべきものはしっかり保護するのだけれども、保護しなくてよいものはそ

れなりに、保護しなくてもよいだろうという振り分けの問題です。そして、とりわけいか

にコストを安くするかという問題だと捉えていただき、既存の本当に保護してほしい権利

者の権利を弱める方向の提案ではないのだということをぜひ打ち出していただけると、反

発も少なくなると思った次第です。 

 以上です。 

○中村座長 内山さん。 

○内山委員 先ほどの柳川先生のお話の続きになるかもしれませんけれども、前回も言い

ましたが、経済学も法学も結構スタティックな学問なので、例えばコストなり費用といっ

たときに、その中に時間も含めて考えてしまう癖はあるのですけれども、報告書はやはり

一般の国民の方々もやがて読むという想定をするのであれば、書く上において時間の節約

というふうに言葉は丁寧に置いていったほうがよいかなと思っています。 

 それから、これは全体に関わる話ですけれども、2002年にこの知財本部が立ち上がった

ときに最初に掲げていた看板、知的財産の創造、保護、活用という題目は、私、物すごく

好きなのです。どうしても最後、保護にいく話なのですけれども、創造というところがあ

って初めて保護なので、保護から物事に入ってしまうと創造すら潰してしまわないですか

という心配観が何となくあるので、創造というところも視野に入れながらリバイスしたい

なと思っております。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○水野委員 この時間にすみません。 

 今、内山先生がおっしゃったことは、私、最後にお伝えしたいと思ったところがありま

して、このペーパーの中でも一番最初、66行目ですかね。「最も重要なことは、この新し

い環境の中で、コンテンツクリエーターに適正な対価が還元されていくことであり」と書

かれているのですが、残念ながら創造のことについてほとんど書かれていないのですよね。

これは法政策的にできることというのが創造のところではなかなか難しいということは大

前提として理解した上で、ただ、このペーパーで提案していることは、ここはいろいろな

言い方があり得るとは思うのですが、結局、対価がクリエーターに還元されていくことで

創作のインセンティブを確保していくということだと思っています。取引費用の低減もそ

ういうことだと思っています。 

 そうなったときに、私、このペーパーをクリエーターという言葉でコマンドＦをしたら、
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多分10回ぐらいしか言葉が出てこないのです。これは本当にクリエーターに向けられた言

葉になっているのかとかということは若干気にしたほうがいいかなと思っておりまして、

やはり最終的にここで議論していることがこの66行目の話にもつながってくるのだという

ことは少し丁寧にコミュニケーションを取ったほうがいいかなと思います。あと、そのコ

マンドＦをやった過程で、「クリエイター」と「クリエーター」という言葉が混ざってい

ることに気づきましたので、これは統一したほうがよいかと思います。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 時間が来ましたね。とても本質的でスリリングな議論をありがとうございます。委員の

方々から非常に貴重で重要な意見が今日もたくさん出て、これを全部反映するというのは

いささか大変だなと思っておりますし、同時に、文化庁をはじめ、関係省庁との調整もま

だ必要ということでございますので、委員の皆様には誠に申し訳ございませんけれども、

もう一回お付き合いいただいて、もう一回セットを事務局にしていただくのがいいかなと。

それまでに関係方面の調整も進めていただければと思うのですけれども、いかがでしょう

かという振りも含めて、今日の議論について田中局長から総括をいただければと思います。 

○田中局長 まさに座長からお話があったとおり、かなり本質的なところについて積極的

な御議論をいただきまして、本当にありがとうございます。まさにこういう議論をお聞き

したかったというところでございまして、感謝申し上げます。 

 先ほど座長からもお話がありましたように、かなり突貫工事でやらせていただいている

ところもございまして、まさにこういうベースで、今日のような御議論をお聞きしたくて、

専門家の皆様方、タスクフォースのメンバーにこうやって開陳しながら、同時に政府の関

係者のほうにも意見を聞いているところでございまして、その意見はまだ十分に聞き取れ

ていないところがございます。その中で、今までの議論や考え方の整理との関係で、反映

すべきと私どもが思われるところについては、また委員の皆様方に御相談する材料を整理

させていただきたいと思っております。 

 時間が超過しておりますので、いただいた論点について全てはコメントできませんけれ

ども、政策的に網羅すべき範囲というのは一体何なのかとか、それから、公共性というの

はどういうことを意味しているのか、ここが本質的なところかと思います。しかし、その

議論の立ち戻るべき着眼点というのは、まさに１ポツで示された環境認識から来る課題を

全うできるかというところに全て帰着すると思っております。それに応じて、その言葉が

何を意味するのかということは、また法律論の議論としてどういう言葉を使うべきかとい

うこととの関係になりますけれども、求められていることは１ポツの政策目標を達成でき

るかというところに帰着いたします。その観点からうまい整理ができればということを思

ってございます。 

 それと、水野さんから最後にコメントいただいたことは非常に大事だと思っておりまし

て、最終的には創造あってのイノベーションでございますので、これがクリエーターの方々
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の環境に総合的にはいかに利益をもたらすかということについてのメッセージをより強化

するような表現をもう少し強められるということもちょっと意識してまいりたいと思いま

す。 

 以上のことを含めまして検討した上で、座長と御相談しながらメンバーの皆様にもう一

度御提示させていただきたいと思います。これが最後ではございませんので、引き続き御

協力いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 事務局から伝達事項はございますでしょうか。 

○田渕参事官 次回のタスクフォースの開催予定につきましては、改めて事務局から御連

絡させていただきます。よろしくお願いいたします。 

○中村座長 ランチタイムにかかりまして、申し訳ございませんでした。閉会といたしま

す。ありがとうございました。 


